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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 95.3 95.9 99.6 3.7

小計 3,720 3,938 3,816 △ 122

小計 3,720 3,938 3,816 △ 122

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

122△ 3,816△ 3,938△ 3,588
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 教育委員会交際費【15千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.45人 0.45人 0.45人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 177 161 15 △ 146

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 132 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 132 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 177 161 15 △ 146 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 3,544 3,777 3,801 24 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,261 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 282 523 584 61 国庫支出金 0

3,254 3,217 △ 37

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

各種委員・児童・生徒等弔慰金、花輪代及び各種祝賀会等の会費などの支出に対応する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育総務課

基本計画 施策番号 学びやすい教育環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 教育委員会弔慰基準

122△ 3,816△ 3,938△ 3,588経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教育委員会交際費 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課



今後の取組

3年度目標 教育委員会交際費の適切な支出
2年度末

時点の課題
―

3年度の取組
教育委員会弔意基準に基づく弔慰金、花輪代、各種会
費等の支出

4年度の計画
教育委員会弔意基準に基づく弔慰金、花輪
代、各種会費等の支出

目標に対する
事業実績

教育委員会弔意基準に基づく弔慰金、花輪代、各種会
費等の支出

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標 教育委員会交際費の適切な支出
元年度末

時点の課題
―
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 63△ 15,800△ 15,736△ 15,724経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教育委員会の会議開催 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課 学校教育部　教育総務課

基本計画 施策番号 学びやすい教育環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例、八王子市教育委員会会議規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

教育行政の基本方針や重要事項、施策について審議・決定を行う教育委員会定例会を開催する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 8,697 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,363 1,395 1,557 162 国庫支出金 0

8,677 8,579 △ 98

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 5,664 5,664 5,664 0 都支出金 0 0 0 0

小計 15,724 15,736 15,800 63 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.20人 1.20人 1.20人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 63△ 15,800△ 15,736△ 15,724
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 15,724 15,736 15,800 63

小計 15,724 15,736 15,800 63

移転費用 0 0 0 0

②

その他 人件費比率 ％ 100.0 100.0 100.0 0.0

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 確実な会議運営
元年度末

時点の課題
―

目標に対する
事業実績

・教育長を除く教育委員の報酬支払
・教育委員会定例会の毎月2回開催（原則）
・その他臨時会の随時開催

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標 確実な会議運営
2年度末

時点の課題
―

3年度の取組 4年度の計画
・教育長を除く教育委員の報酬支払
・教育委員会定例会の毎月2回開催（原則）
・その他臨時会の随時開催

・教育長を除く教育委員の報酬支払
・教育委員会定例会の毎月2回開催（原則）
・その他臨時会の随時開催
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

8,008△ 304,163△ 312,171△ 303,266経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教育委員会の運営 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課 学校教育部　教育総務課、学校施設課、学務課、教育指導課、教職員課

基本計画 施策番号 学びやすい教育環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

事業目的
（最終的に目指す状態）

教育委員会事務局の円滑な運営

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 52,038 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 7,649 6,894 21,479 14,585 国庫支出金 0

50,616 56,762 6,146

経
常
収
入

保険料 0

2

0 0 0

その他 14,093 10,122 104,985 94,863 都支出金 16,282 16,636 16,384 △ 252

小計 73,780 67,632 183,226 115,594 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 236,503 251,839 127,642 △ 124,197 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 44 341 630 288 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 16,284 16,636 16,384 △ 252

小計 236,547 252,181 128,272 △ 123,909

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

8,336 62 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

7.18人 7.00人 7.94人 0.94人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 8,485

小計 8,485 8,275 8,336 62
0000特別収支差額（Ｂ）

8,008△ 304,163△ 312,171△ 303,266
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

8,275

経　常　収　入

主な内訳
廃棄物処理委託・運搬料【104,827千円】
全国市長会学校災害賠償補償保険保険料分担金【8,006千
円】

小計 319,550 328,807 320,547 △ 8,260

小計 318,812 328,087 319,834 △ 8,253

移転費用 738 720 713 △ 7

②

その他 人件費比率 ％ 23.1 20.6 57.2 36.6

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 適切な事務局運営
元年度末

時点の課題
―

目標に対する
事業実績

教育委員会及び事務局の運営事務 課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標 適切な事務局運営
2年度末

時点の課題
適切な事務局運営

3年度の取組 適切な事務局運営 4年度の計画 適切な事務局運営
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

、

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

46.1 3.3
市政世論調査の結果によるもの

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

③
成果
指標

市政情報が適切に
分かりやすく提供

されていると感じて
いる市民の割合

％ 41.5 42.8

単位当たりコスト 円/部 7 8
②

活動
指標

広報はちおうじの
教育の発行部数

部 1,128,368 1,128,480 1,134,415 5,935
市内世帯数の状況により変動するため

その他 人件費比率 ％ 72.2 60.1 63.9 3.8

8 0

小計 7,632 8,499 8,590 92

小計 7,632 8,499 8,590 92

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 86△ 8,491△ 8,405△ 7,541
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 広報作成委託料【3,100千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.70人 0.65人 0.65人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 2,120 3,388 3,100 △ 287

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 5 1 0 △ 1

その他 0 0 0 0 小計 91 94 99 5

0

物
件
費
等

物件費 2,120 3,388 3,100 △ 287 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 5,512 5,111 5,490 379 分担金及び負担金 0 0 0

4

その他 0 0 0 0 都支出金 29 31 33 2

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,073 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 439 411 843 432 国庫支出金 58

4,700 4,647 △ 53

経
常
収
入

保険料 0

0

62 66

事業目的
（最終的に目指す状態）

教育委員会の推進施策等の情報を発信し、市民の関心を高め、地域・家庭の教育力の向上と一層の市民協働を推進する

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育総務課

基本計画 施策番号 学びやすい教育環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ① ④

根拠法令等 ―

△ 86△ 8,491△ 8,405△ 7,541経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 広報「はちおうじの教育」の発行 事業類型 普及啓発・情報提供・相談

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課



今後の取組

3年度目標
事務局の取材による市ホームページ「学校フォト
ニュース」等を月に１回以上実施することを通じて、
市民がより必要な情報を発信していく。

2年度末
時点の課題

広報はちおうじの教育の休刊にともない、今
まで以上にネット環境（市ホームページ等）
を通じて、情報を発信する必要がある。

3年度の取組

教育委員会の施策や取組等や市内各校の特色ある教育
活動については、学校からの情報提供によるプレスリ
リースや市ホームページ「学校フォトニュース」等を
通じて情報発信していく。また、今後の紙面での情報
発信の再開も検討の上、どのように市民に情報発信し
ていくか検討する。

4年度の計画

教育委員会の施策、取組を市民の理解を得
て、地域とつながる学校づくりに市民が参画
する契機をつくるために、市民への情報発信
を実施していく。

目標に対する
事業実績

広報「はちおうじの教育」を年4回発行した。
主に第３次八王子市教育振興基本計画やコロナ禍にお
ける学校の取組などを特集した。各学校の取組や市の
教育に関する新たな制度や取組について、市民に広く
周知し、教育行政への理解を深めることができた。

課題への対応

令和2年度に開校したいずみの森義務教育学校
学校や学校での新しい生活様式など、機を捉
えた教育行政情報を選択し掲載した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
縮小

事業実績

2年度目標

学校教育と社会教育が一体となった紙面づくりを充実
させ、教育委員会の施策、取組を市民の理解を得て、
地域とつながる学校づくりに市民が参画する契機をつ
くる。
新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための学
校の取組を特集する。

元年度末
時点の課題

市民が学校運営や教育活動に参画する契機と
なるよう、教育委員会の施策や取組等や、新
型コロナウイルス感染症の拡大を防止するた
めに学校で取り組んでいることについて、情
報を発信する必要がある。



編 3 章 2 19

款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 4,378△ 9,932△ 5,554△ 4,343経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教職員の安全衛生体制の整備 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課 学校教育部  教職員課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 職員の安全衛生管理規則、労働安全衛生法、労働安全衛生規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

学校及び教育委員会事務局の環境を快適に保ち、学校教育の円滑な実施と成果の確保に資する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,436 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 470 417 2,293 1,875 国庫支出金 0

4,772 6,005 1,233

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 951 951 都支出金 0 0 0 0

小計 5,906 5,190 9,249 4,059 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 316 337 429 92 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 2,143 272 0 △ 272

その他 0 0 0 0 小計 2,143 272 0 △ 272

小計 316 337 429 92

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.75人 0.66人 0.84人 0.18人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 4,378△ 9,932△ 5,554△ 4,343
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
産業医報酬【951千円】
ストレスチェック委託料【321千円】
研修参加費【254千円】

小計 6,486 5,826 9,932 4,105

小計 6,222 5,527 9,678 4,151

移転費用 264 299 254 △ 46

②
活動
指標

公務災害件数（市職） 件 6 15 6 △ 9
実績による

その他 人件費比率 ％ 91.1 89.1 93.1 4.0

1,655,260 1,266,840.7

③
活動
指標

公務災害件数（都職） 件 14 23

単位当たりコスト 円/件 1,081,005 388,419

27 4
実績による

単位当たりコスト 円/件 463,288 253,317 367,836 114,518.6

④
活動
指標

ストレスチェック受診率 ％ 86.2 91.3 95.4 4.1
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

教育委員会及び学校勤務職員の公務災害ゼロ件を目指
す。

教職員の相談体制の充実

元年度末
時点の課題

令和元年度において教育委員会及び学校勤務
職員の公務災害が38件発生しており、公務災
害を減らす取り組みが必要である。

目標に対する
事業実績

教育委員会及び学校勤務職員の公務災害33件
①公務災害を減らすための取組
・事業場安全衛生委員会　12回開催
・学校用務員が業務で使用する器具類の安全衛生講習
受講(チェーンソー作業35名）
・市立学校安全衛生推進会議1回開催
・衛生推進者養成講習（4人）
・衛生推進者ブロック会議開催（各ブロック・年2
回）

②相談体制を充実又は職場におけるストレス等を軽減
する取組
・市立学校安全衛生推進会議1回開催
・衛生推進者養成講習（4人）
・衛生推進者ブロック会議開催（各ブロック・年2
回）
・ライフ・ワーク・バランス推進月間（10月・11月）
の設定
・ノー残業デーの実施
・管理職対象ハラスメント防止研修開催
・ハラスメント相談窓口件数（6件）
・苦情処理委員会2回開催
・産業医等医師による面接指導（8件）

課題への対応

教育委員会及び学校勤務職員の公務災害ゼロ
件を目指す。

部内の職員が衛生管理者の資格を取得するな
どし、相談業務の体制充実を図る。

未解決

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
改善

今後の取組

3年度目標
教育委員会及び学校勤務職員の公務災害ゼロ件を目指
す。

2年度末
時点の課題

高ストレス者の増加やハラスメント相談の複
雑化、感染症対策など、安全衛生体制の強化
が必要。

3年度の取組

教職員に対してストレスチェックの実施
事業場安全衛生委員会の開催
安全衛生講習
市立学校安全衛生推進会議の開催
衛生推進者養成講習
ハラスメント防止研修
産業医配置

4年度の計画

教職員に対してストレスチェックの実施
事業場安全衛生委員会の開催
安全衛生講習
市立学校安全衛生推進会議の開催
衛生推進者養成講習
ハラスメント防止研修
産業医配置
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

820 △ 832 小学校が指定校変更制度に移行したため。
（参考　小学校指定校変更申請数　815件）単位当たりコスト 円/件 42,854 42,066 89,018 46,953

③
成果
指標

学校選択制を希望す
る

割合(アンケート)
件 1,709 1,652

単位当たりコスト 円/件 8,527 8,308
②

活動
指標

問合せ・申請
・相談件数

件 8,589 8,365 8,215 △ 150
実績による

その他 人件費比率 ％ 61.5 57.3 60.1 2.8

8,886 578

小計 73,237 69,493 72,995 3,502

小計 73,237 69,493 72,995 3,502

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 3,502△ 72,995△ 69,493△ 73,237
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
電算システム関連委託料【11,674千円】
健康診断委託料【10,004千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

5.20人 4.95人 5.00人 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 28,202 29,674 29,096 △ 578

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

2,555 △ 3,577 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 22,070 23,542 26,541 2,999 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 6,132 6,132

小計 45,035 39,819 43,899 4,080 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 1,287 1,287 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 37,688 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 7,348 4,026 6,867 2,841 国庫支出金 0

35,793 35,744 △ 48

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

保護者の就学義務の履行を確保するために、学校教育法施行令等の規定に基づき一定の手続き（就学事務）を行う。あ
わせて学校保健安全法に基づく就学時健康診断等を健康の立場からみた教育の可能性の検討、および教育的立場から就
学予定者と保護者に対して健康状態保持への注意を促す目的で行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　学務課、教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ① －

根拠法令等 学校教育法、学校保健安全法

△ 3,502△ 72,995△ 69,493△ 73,237経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 就学事務 事業類型 窓口サービス

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・保護者の就学義務の履行を確保するために、学校教
育法施行令等の規定に基づき一定の手続き（就学事務
等）を実施。また、学校保健安全法、学校保健安全法
施行令に基づく就学時健康診断を実施。

2年度末
時点の課題

・保護者の就学義務の履行を確保するため
に、学校教育法施行令等の規定に基づき一定
の手続き（就学事務・就学時健康診断等）を
継続して実施することが必要

3年度の取組
・保護者の就学義務の履行を確保するために、学校教
育法施行令等の規定に基づき一定の手続き（就学事
務・就学時健康診断等）を実施する。

4年度の計画

・保護者の就学義務の履行を確保するため
に、学校教育法施行令等の規定に基づき一定
の手続き（就学事務・就学時健康診断等）を
継続して実施する。

目標に対する
事業実績

・保護者の就学義務の履行を確保するために、学校教
育法施行令等の規定に基づき一定の手続き（就学事
務・就学時健康診断等）を実施した。

課題への対応

・保護者の就学義務の履行を確保するため
に、学校教育法施行令等の規定に基づき一定
の手続き（就学事務・就学時健康診断等）を
実施した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・保護者の就学義務の履行を確保するために、学校教
育法施行令等の規定に基づき一定の手続き（就学事務
等）を実施。また、学校保健安全法、学校保健安全法
施行令に基づく就学時健康診断を実施。

元年度末
時点の課題

・保護者の就学義務の履行を確保するため
に、学校教育法施行令等の規定に基づき一定
の手続き（就学事務・就学時健康診断等）を
継続して実施することが必要
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

262△ 1,703△ 1,965△ 2,025経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 ＰＴＡ連合会補助金 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課 学校教育部　地域教育推進課

基本計画 施策番号 地域とつながる学校づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市立小中学校PTA連合会活動補助金交付要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

　各学校のＰＴＡの連合体である市立小・中学校ＰＴＡ連合会の活動に要する経費の一部を補助することにより、学校
教育・社会教育・家庭教育三者の連携を促進し、地域の教育力向上に寄与する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,232 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 193 198 221 23 国庫支出金 0

1,229 1,215 △ 14

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 1,425 1,427 1,436 9 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.17人 0.17人 0.17人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

262△ 1,703△ 1,965△ 2,025
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
八王子市立小中学校PTA連合会活動事業補助金【267千
円】

小計 2,025 1,965 1,703 △ 262

小計 1,425 1,427 1,436 9

移転費用 600 538 267 △ 271

②

その他 人件費比率 ％ 70.4 72.6 84.3 11.7

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
今までの事業（活動）を活発に推進し、八王子市全体
の教育力の向上と補助金の有効利用を図る。

元年度末
時点の課題

地域の教育力向上のため補助を行っている
が、学校によってはPTA連合会への加入率が
100％ではないため、未加入校の活動内容の把
握や該当校に対する事業等の還元ができてい
ない。

目標に対する
事業実績

学校、地域社会、家庭における教育の振興が図られ
た。

課題への対応

学校、地域社会、家庭における教育の振興が
図るとともに、次年度以降の施策の準備を
行った。

未解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

今後の取組

3年度目標
学校教育・社会教育・家庭教育三者の連携を促進し、
八王子市全体の教育力の向上を図る。

2年度末
時点の課題

地域の教育力向上のため補助を行っている
が、学校によってはPTA連合会への加入率が
100％ではないため、未加入校に対する事業等
の還元が必要である。

3年度の取組

学校と地域が連携して行う活動（見守り活動や読書川
柳等）など、八王子の教育力の向上と補助金の有効利
用を図る。また4年度に向けた、優良PTA文部科学大臣
表彰推薦制度の制定を行う。

4年度の計画

PTA連合会による活動事業を支援し、八王子市
全体の教育力の向上を図るとともに、教育委
員会の各施策を発信するために連携を図って
いく。また優良PTA文部科学大臣表彰の推薦を
通じ、各学校における単位PTAの健全な育成、
発展を目指す。
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款 10 項 01 目 04

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

5,519△ 8,757△ 14,276△ 14,322経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教育支援人材バンク 事業類型 普及啓発・情報提供・相談

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育センター費

担当部課 学校教育部　地域教育推進課

基本計画 施策番号 地域とつながる学校づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 学校・家庭・地域連携協力推進事業実施要項（文部科学省）、八王子市立学校「教育支援人材バンク」事業実施要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

保護者及び地域の人材がボランティアとして、学校を支援する活動を推進し、学校教育の活性化を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,218 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,899 918 468 △ 450 国庫支出金 1,845

5,279 4,790 △ 489

経
常
収
入

保険料 0

0

1,352 1,352 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 7,118 6,196 5,258 △ 938 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 9,049 9,432 4,851 △ 4,581 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 1,845 1,352 1,352 0

小計 9,049 9,432 4,851 △ 4,581

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.72人 0.73人 0.67人 △ 0.06人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

5,519△ 8,757△ 14,276△ 14,322
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ボランティア謝金【4,851千円】

小計 16,167 15,628 10,109 △ 5,519

小計 16,167 15,628 10,109 △ 5,519

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

コーディネーター・
ボランティア向け研修会 回 5 5 1 △ 4 新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、研修会

を中止したため（1回はオンライン開催）

その他 人件費比率 ％ 44.0 39.6 52.0 12.4

10,109,063 6,983,455

③
成果
指標

コーディネーター登録者数 人 142 149

単位当たりコスト 円/回 3,233,309 3,125,608

151 2
地域人材による学校支援体制のさらなる推進のため

単位当たりコスト 円/人 113,849 104,886 66,947 △ 37,939

④
成果
指標

コーディネーター活動回数 回 4,434 4,644 3,768 △ 876 新型コロナウイルス感染症の影響により、活動を控えた
ため単位当たりコスト 円/回 3,646 3,365 2,683 △ 682

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

地域の人材や教育資源を積極的に活用し、学校支援体
制の充実を図るとともに、学校と家庭及び地域が一体
となって児童・生徒が健やかに育つ環境づくりをして
いくためのボランティア育成と、市全体での人材派遣
システムを整備する。

元年度末
時点の課題

国や都の様々な事業を各部署にて実施してい
るが、同様な事業を整理していく必要があ
る。

目標に対する
事業実績

コーディネーター・ボランティア研修会のオンライン
実施（動画視聴形式）を1回開催
ボランティア登録一覧を学校向けに公開（10月）
活動を行っているコーディネーター・ボランティアへ
の謝金の支払い事務

課題への対応

令和3年度より地域教育推進課にて学校教育部
内の事業を整理

一部解決

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

今後の取組

3年度目標
引き続き地域の人材や、教育資源を積極的に活用し、
学校支援体制の充実を図るとともに、地域学校協働活
動の充実を図るための体制整備を進めていく。

2年度末
時点の課題

国や都の様々な事業を各部署にて実施してい
るが、同様な事業を整理していく必要があ
る。

3年度の取組

学校運営協議会委員・学校コーディネーター合同研修
会の実施、地域学校協働本部の推進を目的とした検討
委員会の立ち上げ、活動を行っているコーディネー
ター・ボランティアへの謝金の支払い事務、4年度に
向けた人材バンク登録情報の整理

4年度の計画

4年度より本事業を含めた地域人材に関する事
業の統合を図り、より効果的な事業実施を
図っていく。あわせて地域学校協働本部の体
制整備に着手し、学校運営における地域人材
のさらなる活用を目指す。
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
活動
指標

保守点検校 校 ― 105 105 0
実績による

単位当たりコスト 円/校 ― 468,473 457,945 △ 10,528

単位当たりコスト 円/

1 ―
既設校に一部追加設置

単位当たりコスト 円/校 1,274,015 ― 48,084,231 ―
③

成果
指標

校門防犯カメラ設置校 校 31 ―

単位当たりコスト 円/人 10,315 11,157
②

活動
指標

学校安全ボランティ
ア

登録数
人 3,829 4,409 4,076 △ 333 保護者全員を安全ボランティアとするのではなく、実態

に即した登録とする学校があったため。

その他 人件費比率 ％ 15.4 18.4 16.1 △2.3

11,797 640

小計 39,494 49,190 48,084 △ 1,105

小計 39,494 49,190 48,084 △ 1,105

移転費用 0 0 0 0

その他 187

小計 187 234 216 △ 19
0000特別収支差額（Ｂ）

600△ 45,918△ 46,518△ 34,735
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

234

経　常　収　入

主な内訳
小・中学校通用門防犯カメラ保守点検委託料
【4,638千円】
通学路防犯カメラ保守点検業務委託料【3,775千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.77人 0.94人 0.97人 0.03人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

216 △ 19 特別収入 0 0 0 0

小計 33,244 39,890 40,114 224

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

24,214 77 その他 2,205 0 63 63

その他 0 0 0 0 小計 4,760 2,672 2,167 △ 505

0

物
件
費
等

物件費 11,189 15,752 15,900 148 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 22,054 24,138

小計 6,063 9,066 7,755 △ 1,311 分担金及び負担金 0 0 0

△ 68

その他 0 0 0 0 都支出金 1,700 1,800 1,300 △ 500

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,581 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 483 2,269 820 △ 1,448 国庫支出金 855

6,797 6,934 137

経
常
収
入

保険料 0

0

872 804

事業目的
（最終的に目指す状態）

・登下校時の見守りなどにスクールガードリーダーの配置等を行い、安全安心に通学できる環境を整備する。
・学校と地域が連携して行う登下校時の見守り活動を補完し、小学校の通学路の安全を確保する。
・防犯カメラシステムを構築し、学校敷地内不審者侵入による犯罪の予防及び施設の適正な管理を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　地域教育推進課、学校施設課

基本計画 施策番号 地域とつながる学校づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

600△ 45,918△ 46,518△ 34,735経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 子どもの安全対策 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・不審者による犯罪や交通事故から子どもたちを守る
ため、防犯ブザーを支給するとともに、学校安全ボラ
ンティアと連携し、地域ぐるみで子どもの見守り活動
を実施する。
・防犯カメラシステムの適正な維持運営を図る。

2年度末
時点の課題

スクールガード・リーダーの未配置校が存在
する。

3年度の取組

・スクールガード・リーダーの配置、防犯ブザーの配
付、安全ボランティアへの活動支援、防犯カメラの維
持管理を行う。
・防犯カメラシステムの適正な維持を業者委託より実
施する。

4年度の計画
スクールガード・リーダーの全校配置に向け
た働きかけを行う。

目標に対する
事業実績

・スクールガード・リーダーの配置、防犯ブザーの配
付、安全ボランティアへの活動支援、防犯カメラの新
設を行い、見守り活動を実施した。
・防犯カメラシステムの適正な維持を業者委託より実
施し、不具合については修繕対応を実施した。

課題への対応

警友会等に働きかけ、スクールガード・リー
ダーの増員を行った。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・不審者による犯罪や交通事故から子どもたちを守る
ため、防犯ブザーを支給するとともに、学校安全ボラ
ンティアと連携し、地域ぐるみで子どもの見守り活動
を実施する。
・防犯カメラシステムの適正な維持運営を図る。

元年度末
時点の課題

スクールガード・リーダーの未配置校が存在
する。
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款 10 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

5,639△ 20,019△ 25,658△ 24,113経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 地域運営学校の推進 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育委員会費

担当部課 学校教育部　地域教育推進課

基本計画 施策番号 地域とつながる学校づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、八王子市立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

・地域住民、保護者などが、合議制の機関である学校運営協議会を通じ一定の権限を持って学校運営に参画すること
で、教育委員会・校長と責任を分かち合いながら学校運営に携わっていく「地域運営学校」を推進し、学校の活性化を
図る。
・「学校運営協議会」を新規設置した学校における導入促進事業

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 9,784 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 846 1,570 609 △ 961 国庫支出金 0

9,762 7,149 △ 2,613

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 8,776 9,162 9,332 170 都支出金 360 0 0 0

小計 19,407 20,493 17,090 △ 3,404 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 5,474 5,165 4,579 △ 585 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 407 0 1,650 1,650

その他 0 0 0 0 小計 767 0 1,650 1,650

小計 5,474 5,165 4,579 △ 585

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.35人 1.35人 1.00人 △ 0.35人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

5,639△ 20,019△ 25,658△ 24,113
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
学校運営協議会委員報酬【9,332千円】
ボランティア謝金【4,579千円】

小計 24,881 25,658 21,669 △ 3,989

小計 24,881 25,658 21,669 △ 3,989

移転費用 0 0 0 0

②

その他 人件費比率 ％ 78.0 79.9 78.9 △1.0

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
学校運営協議会の運営に係る委員向けの研修会を充実
させるとともに、学校運営協議会相互の情報交換の場
を設けることで、活動の質の向上を図る。

元年度末
時点の課題

学校運営協議会の活動が本来の学校運営を協
議する事がなく、学校支援を活動を主に行っ
ている協議会がある。

目標に対する
事業実績

学校運営協議会の全校設置、学校運営協議会委員の委
嘱、学校運営協議会委員や学校コーディネーターを対
象とした各種研修会の実施、地域運営学校の取り組み
を紹介する情報誌の発行、企画事業の予算執行。

課題への対応

学校運営協議会の運営に係る委員向けの研修
会を充実させた。

未解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

今後の取組

3年度目標

　地域住民や保護者への理解促進、学校運営協議会委
員及び校長の意識改革（学校の支援者ではなく、学校
運営に参画する協議会）、各学校と地域に即した学校
運営協議会の醸成

2年度末
時点の課題

　学校運営協議会委員に学校運営協議会の役
割・権限が理解されていない。　事業開始当
初設置の学校と、新しく設置した学校の事業
展開の差が生じている傾向がある。

3年度の取組

学校運営協議会委員の委嘱、学校運営協議会新任委員
向け研修の実施（1回）、学校運営協議会委員・学校
コーディネーター合同研修会の実施（1回）、情報連
絡会の実施（1回）、地域運営学校取組紹介情報誌発
行、精算、企画事業の予算執行

4年度の計画

学校運営協議会委員と地域学校協働活動推進
員（学校コーディネーター）の合同研修会を
実施するとともに、学校運営協議会相互の情
報交換の場である情報連絡会を開催し、学校
運営協議会の質の向上を図る。またオンライ
ン会議の導入により、外部環境等に左右され
ない会議開催の実現や会議傍聴者増加による
地域情報発信力の強化を目指す。
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/事業 4,358,381 4,321,968
②

活動
指標

東京都から受託した
事業数

事業 9 10 7 △ 3
東京都の実施事業による

その他 人件費比率 ％ 27.2 32.8 44.9 12.1

4,652,334 330,366

小計 39,225 43,220 32,566 △ 10,653

小計 39,170 43,165 32,511 △ 10,653

移転費用 55 55 55 0

その他 0

小計 0 1 0 △ 1
0000特別収支差額（Ｂ）

2,601△ 17,124△ 19,726△ 15,760
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

1

経　常　収　入

主な内訳
会計年度任用職員（アシスタント職）報酬等【2,976千円】

講師等謝金【4,293千円】
消耗品費等【2,123千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.14人 1.46人 1.41人 △ 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 △ 1 特別収入 0 0 0 0

小計 28,517 28,986 17,892 △ 11,093

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 23,465 23,494 15,442 △ 8,052

0

物
件
費
等

物件費 28,517 28,986 17,892 △ 11,093 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 10,654 14,178 14,619 441 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 2,928 2,928 都支出金 23,465 23,494 15,442 △ 8,052

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 8,262 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,392 3,620 1,611 △ 2,010 国庫支出金 0

10,557 10,080 △ 477

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

各学校で教育課題等について研究・実践することで、教員の指導力向上を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 オリンピック・パラリンピック教育推進事業実施要項（東京都教育委員会）

2,601△ 17,124△ 19,726△ 15,760経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教育指導 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課



今後の取組

3年度目標
今年度実施される委託事業が学校において推進され、
国及び東京都に滞りなく実施報告書・精算が行われた
状態。

2年度末
時点の課題

―

3年度の取組
今年度実施される委託事業が学校において推進され、
国及び東京都に滞りなく実施報告書・精算を行う。

4年度の計画
今年度実施される委託事業が学校において推
進され、国及び東京都に滞りなく実施報告
書・精算を行う。

目標に対する
事業実績

東京都からの委託事業により各学校で教育課題等につ
いて研究・実践し、教員の指導力の向上を図った。ま
た、東京都への報告等を滞りなく行った。
【東京都から受託した事業】※（）内は研究指定校等
・オリンピック・パラリンピック教育の推進（全市立
小・中・義務教育学校）
・理科教育支援（全市立小・中・義務教育学校）
・教育課程研究（散田小）
・パラリンピック競技応援（川口中）
・持続可能な社会づくりに向けた教育推進（浅川小）
・国際的なスポーツ大会を契機とした体力向上（横山
第二小、第五小、鑓水小、由井第一小、別所中）
・学力格差解消推進（恩方第一小、第四中）

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
今年度実施される委託事業が学校において推進され、
国及び東京都に滞りなく実施報告書・精算が行われた
状態

元年度末
時点の課題

―
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

3,187 1,225
配置校の増による

単位当たりコスト 円/時間 1,461 1,460 1,583 123
③

成果
指標

家庭と子供の支援員
の活動時間数

時間 2,698 1,962

単位当たりコスト 円/校 437,995 318,229
②

活動
指標

家庭と子供の支援員
の配置校数

校 9 9 13 4
希望校数の増による

その他 人件費比率 ％ 24.0 22.0 31.4 9.4

387,957 69,728

小計 3,942 2,864 5,043 2,179

小計 3,942 2,864 5,043 2,179

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 2,006△ 3,890△ 1,885△ 2,715
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 報償費【3,460千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.12人 0.08人 0.14人 0.06人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 2,997 2,235 3,460 1,225

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 227 234 0 △ 234

その他 0 0 0 0 小計 1,226 979 1,153 174

0

物
件
費
等

物件費 2,997 2,235 3,460 1,225 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 945 629 1,583 954 分担金及び負担金 0 0 0

408

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 870 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 75 51 583 532 国庫支出金 999

578 1,001 422

経
常
収
入

保険料 0

0

745 1,153

事業目的
（最終的に目指す状態）

　いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など、児童・生徒の生活指導上の課題に対して、地域全体で取り組む教育体制
及び地域や学校の実態に即した効果的な取組の実現を図り、問題行動等の改善に役立てるとともに、児童・生徒の保護
者の相談・支援体制を構築することを目的とする。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 学校と家庭の連携推進事業実施要綱（国）

△ 2,006△ 3,890△ 1,885△ 2,715経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 家庭との連携 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課



今後の取組

3年度目標

市が指定した学校に「家庭と子供の支援員」を配置
し、生活指導上の課題を抱える児童・生徒やその保護
者を支援できている状態。また、「家庭と子供の支援
員」配置校に「スーパーバイザー」を派遣し、専門的
な助言ができている状態。

2年度末
時点の課題

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待などの
課題に対応していくために、支援体制の充実
を図っていく必要があることから、実施校数
や体制について検討

3年度の取組

市が指定した学校に「家庭と子供の支援員」を配置
し、生活指導上の課題を抱える児童・生徒やその保護
者を支援できている状態。また、「家庭と子供の支援
員」配置校に「スーパーバイザー」を派遣し、専門的
な助言を行う。

4年度の計画

市が指定した学校に「家庭と子供の支援員」
を配置し、生活指導上の課題を抱える児童・
生徒やその保護者を支援できている状態。ま
た、「家庭と子供の支援員」配置校に「スー
パーバイザー」を派遣し、専門的な助言を行
う。

目標に対する
事業実績

市が指定した市立小・中学校に「家庭と子供の支援
員」を配置し、生活指導上の課題を抱える児童・生徒
に直接関わり、支援した。また、児童・生徒や保護者
への支援として「スーパーバイザー」を派遣し、専門
的な助言を行った。
【実施校】13校
第九小、高倉小、横山第一小、横山第二小、元八王子
小、上壱分方小、陶鎔小、由井第三小、第四中、横山
中、四谷中、加住小中、打越中

課題への対応

・市が指定した市立小・中学校に「家庭と子
供の支援員」を配置した。
・令和元年度より実施校数を増やした。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

市が指定した学校に「家庭と子供の支援員」を配置
し、生活指導上の課題を抱える児童・生徒やその保護
者を支援できている状態。また、「家庭と子供の支援
員」配置校に「スーパーバイザー」を派遣し、専門的
な助言ができている状態

元年度末
時点の課題

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待などの
課題に対応していくために、支援体制の充
実・拡充を図っていく必要があることから、
実施校数や体制について検討
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/校 432,963 488,049
②

活動
指標

研究指定校数 校 20 19 19 0
学校からの申請の内容による

その他 人件費比率 ％ 31.0 22.9 30.2 7.3

397,858 △ 90,191

小計 8,659 9,273 7,559 △ 1,714

小計 8,659 9,273 7,559 △ 1,714

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 1,189△ 6,759△ 5,570△ 5,759
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 校内研究・研究指定校講師謝金【4,066千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.32人 0.27人 0.27人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 5,977 7,150 5,279 △ 1,871

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 203 0 △ 203

その他 0 0 0 0 小計 2,900 3,703 800 △ 2,903

0

物
件
費
等

物件費 5,977 7,150 5,279 △ 1,871 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 2,683 2,123 2,281 157 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 2,900 3,500 800 △ 2,700

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,319 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 363 171 350 180 国庫支出金 0

1,952 1,930 △ 22

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

　今日的な教育課題の解決及び本市の施策推進等に資する研究活動を行う学校を研究指定校として指定し、研究・実践
を行い、教育活動の質の向上を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 研究推進事業実施要項

△ 1,189△ 6,759△ 5,570△ 5,759経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 教育研究 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課



今後の取組

3年度目標
各学校で校内研究が実施され、研究推進に関する支払
が滞りなく行われ、研究指定校において、研究結果が
まとめられ成果物として提出された状態。

2年度末
時点の課題

新型コロナウイルス感染症感染防止の観点よ
り、研究発表が紙面又はオンラインで行われ
た。そのため、統一した発表形態をとること
ができず、成果が見えにくかった。

3年度の取組 オンライン等による研究発表について検討する。 4年度の計画 研究指定校の在り方を検討する。

目標に対する
事業実績

研究指定校19校において、今日的な教育課題及び本市
の施策推進等に資する研究・実践を行い、研究を推進
した。
（一年次10校：第二小、横山第一小、船田小、緑が丘
小、横川小、楢原小、みなみ野君田小、由木中央小、
鑓水小、第四中）
（二年次9校：第五小、第八小、弐分方小、みなみ野
小、宮上小、秋葉台小、第七中、由木中、松木中）

研究指定二年次の9校は、二年間の研究の成果を市内
外の教育関係者、保護者等に発表することで、教育活
動の質の向上を図った。ただし、令和2年度は新型コ
ロナウイルス感染拡大防止の観点より、発表は原則紙
面、またはオンラインで行った。

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
各学校で校内研究が実施され、研究指定校において、
研究結果がまとめられ成果物として提出された状態

元年度末
時点の課題

―
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

35.9 0
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

③
成果
指標

外国語指導助手と
積極的に話している

生徒の割合
（中学1年生）

％ 37.2 35.9

単位当たりコスト 円/人 4,104,654 5,098,065
②

活動
指標

外国語指導助手
の配置人数

人 30 27 27 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 2.4 6.8 3.6 △3.2

4,523,065 △ 575,000

小計 123,140 137,648 122,123 △ 15,525

小計 123,140 132,919 122,123 △ 10,796

移転費用 0 4,729 0 △ 4,729

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

11,876△ 66,372△ 78,248△ 63,040
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
学習指導補助業務委託料【109,645千円】
講師等謝金【1,191千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.29人 0.76人 0.56人 △ 0.20人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 120,204 123,579 117,779 △ 5,801

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 951 951

その他 0 0 0 0 小計 60,100 59,400 55,751 △ 3,649

0

物
件
費
等

物件費 120,204 123,579 117,669 △ 5,911 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 110 110 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 2,936 9,339 4,344 △ 4,995 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 60,100 59,400 54,800 △ 4,600

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,102 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 834 3,844 341 △ 3,503 国庫支出金 0

5,495 4,003 △ 1,492

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

　外国語指導助手を市立小・中学校に配置し、児童・生徒が外国人との交流を通して外国の文化や言語について理解を
深め、積極的にコミュニケーションを図る態度を身に付けることを目的とする。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ① －

根拠法令等 ―

11,876△ 66,372△ 78,248△ 63,040経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 国際理解教育の推進 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課



今後の取組

3年度目標
児童・生徒が外国人との交流を通して、外国の文化や
言語について理解を深め、積極的にコミュニケーショ
ンを図ろうとする態度を身につけた状態。

2年度末
時点の課題

外国語指導助手を活用した授業のノウハウと
GIGAスクール構想により配備された端末を組
み合わせた効果的な授業の実施

3年度の取組
外国語指導助手を活用した授業のノウハウとGIGAス
クール構想により配備された端末を組み合わせた効果
的な授業を実施する。

4年度の計画
外国語指導助手を活用した授業のノウハウと
GIGAスクール構想により配備された端末を組
み合わせた効果的な授業を実施する。

目標に対する
事業実績

・市立小・中・義務教育学校に外国語指導助手を配置
し、教員との協力授業を行った。
　1学級当たりの配置時間数
　　小学校3・4年・義務教育学校3・4年　10時間/年
　　小学校5・6年・義務教育学校5・6年　30時間/年
　　中学校・義務教育学校7・8・9年　17時間/年
　　特別支援学級　5時間/年

・児童・生徒の豊かな国際感覚を育英するため、東京
2020大会に向けて各学校が企画提案する「豊かな国際
感覚を身に付けることができる」取組について、支援
を行った。

課題への対応

・市立小・牛・義務教育学校に外国語指導助
手を配置し、教員との協力授業を行い、英語
コミュニケーション能力の育成を図った。

・児童・生徒の豊かな国際感覚を育成するた
め、東京2020大会に向けて各学校が企画提案
する「豊かな国際感覚を身に付けることがで
きる」取組について支援を行った。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
児童・生徒が外国人との交流を通して、外国の文化や
言語について理解を深め、積極的にコミュニケーショ
ンを図ろうとする態度を身につけた状態。

元年度末
時点の課題

東京2020大会を見据えた、グローバル人材を
育成するための、初等中等教育段階における
英語・コミュニケーション能力の育成
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/校 684,156 642,637
②

活動
指標

実施校数 校 2 2 2 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 48.2 45.7 52.7 7.0

703,962 61,325

小計 1,368 1,285 1,408 123

小計 1,368 1,285 1,408 123

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 155△ 743△ 588△ 659
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
報償費【93千円】
消耗品費等【572千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.07人 0.07人 0.08人 0.01人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 709 698 665 △ 32

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 709 698 665 △ 32

0

物
件
費
等

物件費 709 698 665 △ 32 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 659 588 743 155 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 709 698 665 △ 32

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 507 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 152 81 171 89 国庫支出金 0

506 572 66

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

人権の重さを常に考え、「差別しない」「許さない」教育を推進する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 人権尊重教育推進校設置要綱（東京都）

△ 155△ 743△ 588△ 659経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 人権尊重教育の推進 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課



今後の取組

3年度目標
人権の重さを常に考え、「差別しない、許さない」教
育の推進

2年度末
時点の課題

―

3年度の取組

学校や地域の実態に踏まえ、東京都教育委員会の教育
目標、基本方針に示された人権教育推進上の諸問題に
沿う研究・実践を進める。

4年度の計画

学校や地域の実態に踏まえ、東京都教育委員
会の教育目標、基本方針に示された人権教育
推進上の諸問題に沿う研究・実践を進める。

目標に対する
事業実績

学校や地域の実態に踏まえ、東京都教育委員会の教育
目標、基本方針に示された人権教育推進上の諸問題に
沿う研究・実践を進めた。
【指定校】2校　　第三小・元八王子東小

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
人権の重さを常に考え、「差別をしない・許さない」
教育が推進された状態。

元年度末
時点の課題

―
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 12,609△ 25,859△ 13,250△ 8,030経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 いじめ防止対策 事業類型 普及啓発・情報提供・相談

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課 学校教育部　教育総務課、教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ① －

根拠法令等 いじめを許さないまち八王子条例、八王子市教育委員会いじめの防止等に関する基本的な方針

事業目的
（最終的に目指す状態）

いじめを重大な問題と捉え、教育委員会と学校、家庭、地域、関係機関が連携して、いじめ防止等の対策を推進する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 4,276 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,319 1,171 4,245 3,075 国庫支出金 0

4,700 7,935 3,235

経
常
収
入

保険料 0

0

597 0 △ 597

その他 1,704 1,368 732 △ 636 都支出金 0 0 0 0

小計 7,299 7,239 12,912 5,674 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 731 6,608 12,946 6,338 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 597 0 △ 597

小計 731 6,608 12,946 6,338

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.59人 0.65人 1.11人 0.46人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 12,609△ 25,859△ 13,250△ 8,030
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
法律相談等業務委託【4,050千円】
講師派遣手数料【1,585千円】
調査分析委託料【6,255千円】

小計 8,030 13,847 25,859 12,012

小計 8,030 13,847 25,859 12,012

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

八王子市教育委員会
いじめ問題対策

委員会の開催回数
回 5 5 4 △ 1 新型コロナ対策感染拡大防止の観点より、12月に開催の

会議1回を中止としたため

その他 人件費比率 ％ 90.9 52.3 49.9 △2.3

6,464,658 3,695,337

③
活動
指標

相談件数 件 ― 8

単位当たりコスト 円/回 1,606,075 2,769,321

65 57
定期的な法律相談会の実施等

単位当たりコスト 円/件 ― 1,730,826 397,825 △ 1,333,001

④
成果
指標

自分という存在を
大切に思う児童・

生徒の割合
％ 78.5 78.3

98.0 △ 1.8
実績による

78.0 △ 0.3
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

⑤
成果
指標

相談できる大人が
1人以上いる児童・

生徒の割合
％ 99.9 99.8



事業実績

2年度目標

・いじめ防止対策の推進

・「八王子市教育委員会いじめ問題対策委員会」で情
報共有、意見交換を図り、関係機関との連携が図られ
た状態。

・「八王子市教育委員会いじめ防止に関する基本的な
方針」に沿って、重大事態発生時に、学校が速やかに
行動が取れるよう、いじめ問題対策委員会に諮り、運
用ルールを定めて学校にマニュアルを配布できた状
態。

元年度末
時点の課題

・いじめを重大な問題と捉え、教育委員会と学
校、家庭、地域、関係機関の連携によるいじめ
防止等の対策の推進

・弁護士事務所での直接面談による相談だけで
はなく、メールや電話等の早急で簡易な方法に
よる相談手法の検討や相手方との話し合いにお
けるスクールロイヤーの同席制度等、学校現場
が使いやすい制度の構築。

・学校数の多い本市の各学校に対応できるよ
う、スクールロイヤーの増員による人員確保が
必要であるが、子どもの人権擁護に精通し、学
校教育や学校の状況についての見識がある弁護
士の確保が困難。

目標に対する
事業実績

・「八王子市教育委員会いじめ問題対策委員会」を年
間5回開催し、関係機関等と情報共有・意見交換を
行った。

・「八王子市教育委員会いじめの防止等に関する基本
的な方針」の運用ルールを検討し、いじめ問題対策委
員会に諮り意見交換を行った。

・校長及び副校長を対象とした、スクールロイヤーに
よるいじめ予防研修の実施

・児童・生徒向けのいじめ予防授業の実施

課題への対応

・学校と家庭が連携して子どもたちの変化に気
付くことができるよう「子ども見守りシート」
を活用した。・「楽しい学校生活を送るための
アンケート（Q-U)」を年間2回実施することで、
児童・生徒の状況を把握し、児童・生徒の実態
を把握し指導に活用した。・学校心理士スー
パーバイザーによる、スクールカウンセラーへ
の研修や助言・相談を行うことで、スクールカ
ウンセラーによるカウンセリングや相談体制の
充実を図った。・夏季休業日明けの「八王子市
いのちの大切さを共に考える日」を、命に関す
る校長講話や生と死に関わる教育を実施し、学
校・家庭・地域等とともに「いのち」について
真摯に向き合う機会とした。・感染症対策及び
学校が気軽にスクールロイヤーに相談ができる
よう、直接面談に加え、電子メールや電話での
法律相談を実施する体制の確立・スクールロイ
ヤーを３名体制とすることで、市域が広く学校
数が多い本市においても安定したスクールロイ
ヤー制度の運営を実現

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

・「八王子市教育委員会いじめ問題対策委員会」で情
報共有、意見交換を図り、関係機関との連携が図られ
た状態。

・「八王子市教育委員会いじめ防止に関する基本的な
方針」に沿って、重大事態発生時に、学校が速やかに
行動が取れるよう、いじめ問題対策委員会に諮り、運
用ルールを定めて学校にマニュアルを配布できた状
態。

・再調査報告書の提言を受け、課題を精査し、新たな
いじめ防止対策の取り組みが図られた状態。

2年度末
時点の課題

・「八王子市教育委員会いじめの防止等に関
する基本的な方針」に沿った対応を、分かり
やすくするための運用ルールを定める必要が
ある。
・スクールロイヤー制度の安定的な運営

3年度の取組

・「八王子市教育委員会いじめ問題対策委員会」で情
報共有、意見交換を図り、関係機関との連携を図る。
・「八王子市教育委員会いじめ防止に関する基本的な
方針」に沿って、重大事態発生時に、学校が速やかに
行動が取れるよう、いじめ問題対策委員会に諮り、運
用ルールを定めて学校にマニュアルを配する。
・再調査報告書の提言を受け、課題を精査し、新たな
いじめ防止対策の取り組みを行う。
・スクールロイヤー制度の安定的に運営する。
・いじめ防止対策マニュアルを策定する。

4年度の計画 スクールロイヤー制度の安定的な運営
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 27,258△ 94,851△ 67,593△ 66,501経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 学力向上 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課 学校教育部　教育指導課、地域教育推進課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ① －

根拠法令等 アシスタントティーチャー配置事業実施要項、土曜日及び放課後等の補習支援事業実施要項

事業目的
（最終的に目指す状態）

　本市独自の学力定着度調査を実施することやアシスタントティーチャーを配置することで、児童・生徒の一人一人に
基礎的・基本的な技能を身に付けさせ、学力の向上を図る。また、ボランティアの協力を得て、個々の児童・生徒の習
熟度に合わせた土曜日及び放課後等の学習支援や授業時間内の指導補助に取り組むとともに、各教科で地域特性を生か
した活動や専門知識を有する者の特別授業などを実施し、児童・生徒の学力及び学習意欲の向上を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 7,320 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,291 1,417 3,356 1,939 国庫支出金 211

7,520 9,365 1,845

経
常
収
入

保険料 0

0

140 1,594 1,454

その他 0 0 52,471 52,471 都支出金 0 0 30,874 30,874

小計 8,611 8,937 65,192 56,255 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 58,101 58,797 62,127 3,330 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 211 140 32,468 32,328

小計 58,101 58,797 62,127 3,330

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.01人 1.04人 1.31人 0.27人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 27,258△ 94,851△ 67,593△ 66,501
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
分析調査委託料【9,559千円】
会計年度任用職員（アシスタント職）報酬等【54,610千円】
学習指導サポーター謝金（有償ボランティア）【30,874千円】

小計 66,712 67,733 127,319 59,586

小計 66,712 67,733 127,319 59,586

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

アシスタントティー
チャーの配置人数 人 33 36 42 6

配置希望校の増による

その他 人件費比率 ％ 12.9 13.2 51.2 38.0

3,031,406 1,149,922

③
成果
指標

習得目標値未満の
生徒の割合

（中学・国語）
％ 12.0 7.1

単位当たりコスト 円/人 2,021,587 1,881,484

― ― 令和2年度から調査方法を変更したため、比較ができな
い。

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

④
成果
指標

習得目標値未満の
生徒の割合

（中学・数学）
％ 9.4 9.1 ― ― 令和2年度から調査方法を変更したため、比較ができな

い。
単位当たりコスト ― ― ― ― ―

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・各学校における、個々の児童・生徒の学力や学習状
況の把握
・アシスタントティーチャー、ボランティアを活用し
た少人数指導や補習等の実施による、児童・生徒の学
力の向上

元年度末
時点の課題

・新型コロナウイルス感染拡大防止のための
学校の臨時休業等の影響により、学力の低下
を生じさせないための方策
・新学習指導要領における小学校でのプログ
ラミング教育の必修化に対応した、すべての
学校で円滑にプログラミング教育が開始でき
る体制の整備

目標に対する
事業実績

・小学校4年生と中学校1年生を対象に本市独自の学力
定着度調査及び意識調査を実施し、国及び都の学力調
査と合わせて、小学校4年生から中学3年生までの学力
を連続的に把握した。
・アシスタントティーチャー、ボランティアを活用し
た少人数指導や補習等を実施し、児童・生徒の学力の
維持・向上に取り組んだ。

課題への対応

・国の２次補正予算を活用して10月から学習
指導サポーター配置支援事業を開始し、コロ
ナ禍でにおける児童・生徒の学びの保障と教
員の負担軽減に取り組んだ。
・授業内での活用が容易なプログラミング教
育の専用教材を全小学校に導入するととも
に、教員のプログラミング教育における実践
的スキルを向上させるための連続講座を実施
した。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

今後の取組

3年度目標

・各学校における、個々の児童・生徒の学力や学習状
況の把握
・アシスタントティーチャー、ボランティアを活用し
た少人数指導や補習等の実施による、児童・生徒の学
力の向上及び学びの保障
・令和4年度から導入される都立高入試の英語スピー
キングテストに対応した学習環境を構築するための方
法の研究

2年度末
時点の課題

・多様な児童・生徒を誰一人取り残すことの
ない、ＧＩＧＡスクール端末を活用した個別
最適化された学びの推進
・新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者
となり休校を余儀なくされた児童・生徒の学
びの保障

3年度の取組

・小学校4年生と中学校1年生を対象とした、本市独自
の学力定着度調査及び意識調査の実施
・アシスタントティーチャーやボランティアを活用し
た少人数指導や補習等の推進
・スピーキングの学習に活用できる専用アプリケー
ションの試行導入

4年度の計画

・小学校4年生と中学校1年生を対象とした、
本市独自の学力定着度調査及び意識調査の実
施
・アシスタントティーチャーやボランティア
を活用した少人数指導や補習等の推進
・スピーキングの学習に活用できる専用アプ
リケーションの本格導入
※新型コロナウイルス陽性者等に対する保障
に関しては現状令和3年末までの計画の為、実
施は未定
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

83.3 △ 3 新型コロナウイルス感染症対策のため、小中一貫教育に
関する取組の一部を中止したためと推測する。

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

③
成果
指標

連携する小（又は
中）

学校と一緒に行う取
組

について知っている

％ 84.0 86.0

単位当たりコスト 円/人 3,110,942 3,220,016
②

活動
指標

小中一貫教育推進
講師配置人数

人 6 6 5 △ 1
採用募集に対して応募がなかったため。

その他 人件費比率 ％ 98.9 100.0 98.0 △2.0

3,763,605 543,590

小計 18,666 19,320 18,818 △ 502

小計 18,666 19,320 18,818 △ 502

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

502△ 18,818△ 19,320△ 18,666
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 会計年度任用職員（専門職）報酬等【15,677千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.21人 0.26人 0.31人 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 213 0 383 382

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 213 0 383 382 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 18,453 19,320 18,435 △ 884 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 16,765 16,792 15,294 △ 1,498 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,522 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 166 648 925 277 国庫支出金 0

1,880 2,216 336

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

　義務教育9年間を見通した連続性・継続性のある教育活動を通して、児童・生徒の学力向上を図り、豊かな人間性・
社会性を育む。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

502△ 18,818△ 19,320△ 18,666経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 小中一貫教育の推進 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課



今後の取組

3年度目標

小中一貫教育における実践研究指定校において、つま
ずきを抱えたままでの進級・進学等の課題に対応し、
円滑な学校運営と教育活動の充実が図られた状態。本
市における義務教育学校の開校を受け、成果と課題が
整理された状態。

2年度末
時点の課題

いずみの森義務教育学校の開校によって、よ
り具体化することができた成果と課題を市全
体の施策へと展開すること

3年度の取組

・八王子市の学校教育基本原則を策定し、市教委関係
課、全市立小・中学校、義務教育学校に周知する。
・令和４年度に向けて子どもたちの9年間の発達・成
長を見通した教育課程を編成する。
・小中一貫教育に関する基本方針の改訂を行い、令和
４年度以降の小中一貫教育の在り方を整理する。

4年度の計画
・令和3年度中に改定した小中一貫教育に関す
る基本方針の展開

目標に対する
事業実績

　小中一貫教育推進教師（市会計年度任用職員専門
職）5名を配置することで、今後考えられるさまざま
なスタイルの小中一貫教育のあり方を研究し、効果を
検証した。
【小中一貫教育推進講師配置校】
いずみの森義務教育学校（２名）、第六中（第三
小）、加住小中学校、みなみ野小中学校

　いずみの森義務教育学校において、学校評価、児
童・生徒対象にした「中１」ギャップアンケート、学
校行事等におけるアンケートを実施し、成果と課題を
整理した。

課題への対応

　教育課程に小中一貫教育の推進について位
置付け、中学校区における生活面、学習面等
について義務教育9年間で育てたい児童・生徒
について共通理解を図った。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

事業実績

2年度目標

小中一貫教育における実践研究指定校において、つま
ずきを抱えたままでの進級・進学等の課題に対応し、
円滑な学校運営と教育活動の充実が図られた状態。本
市における義務教育学校の開校を受け、成果と課題が
整理された状態。

元年度末
時点の課題

学習指導や生活指導の一貫性、連続性を考慮
した具体的な取組の教育課程への位置づけ
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款 10 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

―△ 1,227――経常収支差額（Ａ）

特別費用 ― ― 0 ―

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 健康教育の推進 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育指導費

担当部課 学校教育部   教育指導課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

新学習指導要領の改訂を踏まえ、がん対策基本法第23条に基づき、「がん教育」の推進を図ることを目的とする。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 ― ― 0 ―

賞与・退職手当引当金繰入額 ― ― 585 ― 国庫支出金 ―

― 572 ―

経
常
収
入

保険料 ―

―

― 0 ―

その他 ― ― 0 ― 都支出金 ― ― 0 ―

小計 ― ― 1,157 ― 分担金及び負担金 ― ― 0 ―

物
件
費
等

物件費 ― ― 70 ― 使用料及び手数料 ― 0 ―

維持補修費 ― ― 0 ― 繰入金 ― ― 0 ―

減価償却費 ― ― 0 ― その他 ― ― 0 ―

その他 ― ― 0 ― 小計 ― ― 0 ―

小計 ― ― 70 ―

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 ― ― 0 ―

徴収不能引当金繰入額 ― ― 0 ―

0 ― 特別収入 ― ― 0 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

― ― 0.08人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 ―

小計 ― ― 0 ―
―0――特別収支差額（Ｂ）

―△ 1,227――
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

―

経　常　収　入

主な内訳 講師謝金【70千円】

小計 ― ― 1,227 ―

小計 ― ― 1,227 ―

移転費用 ― ― 0 ―

②
活動
指標

実施校数 校 ― ― 3 ―
令和2年度事業開始

その他 人件費比率 ％ ― ― 94.3 ―

408,840 ―

③

単位当たりコスト 円/校 ― ―

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
外部講師を活用し、生徒一人ひとりにがんの正しい知
識が身についた状態。

元年度末
時点の課題

―

目標に対する
事業実績

中学校2年生を対象として、医師やがん患者等の外部
講師を活用し、児童・生徒にがんの正しい知識やがん
患者・経験者の声を伝え、がん教育を推進した。
新型コロナウイルス感染症の影響により、市立中学
校・義務教育学校全校での実施はできなかったが、一
部の学校では、オンラインを活用した講習を実施でき
た。

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
外部講師を活用し、生徒一人ひとりにがんの正しい知
識が身についた状態。

2年度末
時点の課題

令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影
響により、全市立中・義務教育学校での実施
ができなかった。

3年度の取組

全市立中・義務教育学校2年生を対象として、医師や
がん患者等の外部講師を活用し、児童・生徒にがんの
正しい知識やがん患者・経験者の声を伝え、がん教育
を推進する。

4年度の計画

全市立中・義務教育学校2年生を対象として、
医師やがん患者等の外部講師を活用し、児
童・生徒にがんの正しい知識やがん患者・経
験者の声を伝え、がん教育を推進する。
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款 10 項 01 目 03

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 4,870△ 53,068△ 48,198△ 49,071経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 奨学金の支給 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 奨学費

担当部課 学校教育部　学務課

基本計画 施策番号 生きる力を育む学校教育
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市奨学資金支給条例、八王子市奨学審議会規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

　奨学資金支給条例の目的を達成するため、基準に基づき奨学生としてふさわしい者を公平・公正に選抜し、修学上必
要な奨学金を支給する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,537 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,119 407 454 47 国庫支出金 0

2,531 2,502 △ 29

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 120 108 120 12 都支出金 0 0 0 0

小計 3,775 3,046 3,076 30 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 45,296 45,152 49,992 4,840 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 45,296 45,152 49,992 4,840

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

0.35人 0.35人 0.35人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 4,870△ 53,068△ 48,198△ 49,071
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 奨学金の支給【49,992千円】

小計 49,071 48,198 53,068 4,870

小計 49,071 48,198 53,068 4,870

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

申請数 人 212 182 233 51
実績による

その他 人件費比率 ％ 7.7 6.3 5.8 △0.5

227,761 △ 37,062

③
活動
指標

支給額 円 45,296,000 45,152,000

単位当たりコスト 円/人 231,469 264,823

49,992,000 4,840,000
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
・奨学審議会の意見を反映し、制度運用の改善
・奨学金制度について周知を行う。

元年度末
時点の課題

・奨学審議会の意見を反映し、奨学金制度に
ついの適切な運用を図る
・奨学金制度について周知を行う。

目標に対する
事業実績

・奨学審議会　委員　13名　　　　1回開催
・一般奨学生　125名、特別奨学生　15名
・審議会の意見を反映して制度の周知を行った。

課題への対応

・奨学金制度について周知を行った。
・支給金額の見直しを検討した。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
・奨学審議会の意見を反映し、制度運用の改善を図
る。
・奨学金制度について周知を行う。

2年度末
時点の課題

・奨学審議会の意見を反映し、奨学金制度の
適切な運用を図る。
・奨学金制度について周知を行う。

3年度の取組

・奨学審議会の意見を反映し、奨学金制度の適切な運
用を図る。
・支給金額を月額10,000円から11,000円に増額した。
・奨学金制度について周知を行う。

4年度の計画
・奨学審議会の意見を反映し、制度運用の改
善を図る。
・奨学金制度について周知を行う。
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款 10 項 01 目 04

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 15,907△ 105,547△ 89,639△ 88,554経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 学校図書館サポート 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 教育費 教育総務費 教育センター費

担当部課 学校教育部　教育指導課

基本計画 施策番号 学びやすい教育環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 学校図書館法、八王子市学校図書館サポート事業実施要項

事業目的
（最終的に目指す状態）

　小・中学校の教育課程に読書活動を位置づけ、推進を図ることで、自主的に読書活動を行う意欲や態度を養い、日常
生活の中で読書に親しみ、豊かな人間性を育む。また、学校図書館の充実及び児童・生徒の学校図書館活用の活性化を
図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,653 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 489 1,068 6,850 5,781 国庫支出金 0

5,785 6,220 435

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 82,371 81,041 89,775 8,734 都支出金 0 0 0 0

小計 88,513 87,894 102,844 14,950 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 1,375 1,745 2,703 958 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 1,334 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 1,334 0 0 0

小計 1,375 1,745 2,703 958

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.78人 0.80人 0.87人 0.07人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 15,907△ 105,547△ 89,639△ 88,554
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
学校司書（会計年度職員専門職）人件費等
【85,484千円】

小計 89,889 89,639 105,547 15,907

小計 89,889 89,639 105,547 15,907

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

学校司書を活用した
授業時間数

時間 15,147 13,890 13,666 △ 224 新型コロナウイルス感染症の影響による休校により、授
業時間数が減少したため

その他 人件費比率 ％ 98.5 98.1 97.4 △0.6

7,723 1,270

③

単位当たりコスト 円/時間 5,934 6,454

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・司書教諭、学校司書、学校図書館ボランティアが連
携した学校図書館の円滑な運営を図るために、学校司
書の派遣とその指導・支援を行う。
・授業内で学校司書や学校図書館の活用を進める。

元年度末
時点の課題

・GIGAスクール構想により、一人一台の学習
用端末が配備されるため、それを活用した新
たな学校図書館のあり方について検討を行う
必要がある。
・公立図書館との連携を深めるための新たな
施策を検討・実施する必要がある。

目標に対する
事業実績

・全公立小・中・義務教育学校に学校司書を派遣し、
学校図書館の運営と授業の支援を行った。
・学校司書任用  27名
・学校図書館サポートセンター専門員任用  2名

課題への対応

・学校司書研修などを通じて学校司書のGIGA
スクールに対する理解を深めると共に、学校
図書館の新たな活用に向けた検討を行い、授
業資料のデータ化などを試行した。
・公立図書館との連携については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、学校図書館
活用協議会の開催を見送っている。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

今後の取組

3年度目標
児童生徒への一人一台端末の配備により、調べ学習が
大きく変化する中で、学校司書の役割も変化させ、学
校図書館を活用した授業の充実を図る。

2年度末
時点の課題

・GIGAスクール構想下における学校司書及び
学校図書館の活用の方向性を確立する必要が
ある。
・公共図書館との連携を進める。
・授業での学校司書の活用を進めるために、
学級数の多い大規模校への学校司書派遣の方
法を検討する必要がある。

3年度の取組
・全校への学校司書派遣
・学校司書研修会の実施
・公共図書館との連携

4年度の計画
・全校への学校司書派遣
・学校司書研修会の実施
・公共図書館との連携




